
講 師

2026年4月から施行された労働安全衛生法の改正では、「働く人の多様化」に対応し、安全対策の対象範囲が拡大
されました。本セミナーでは、特に「化学物質管理の強化」に焦点を当てて改正内容を解説します。
従来は国が指定した一部の特定化学物質を中心に管理が求められていました。
 
しかし、今後は「すべての化学物質をリスクに応じて管理する」仕組みへと大きく転換されました。
この背景には、2022年以降に進められてきた「自律的な化学物質管理」への移行があります。これまでのように国
が詳細な管理基準を定める方式ではなく、企業自らが取り扱う化学物質の危険性・有害性を把握し、そのリスクに
応じた管理措置を講じることが求められるようになったのです。
 
今回の改正では、この方針が体系的に明確化されただけではなく、実効性を高めるための具体的な措置も導入され
ています。
例えば、SDS（安全データシート）の提供義務の拡大や、個人ばく露測定の義務化（2026年10月1日施行）など、
事業場の管理体制に直接影響する運用強化が盛り込まれています。これらはいずれも、多くの企業にとって対応が
必要となる重要な改正点です。
 
改正内容のポイントを押さえることで、必要な対応を整理することができます。ぜひ受講をおすすめします。
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労働安全衛生法等の法改正の要点

化学物質管理の強化にフォーカスした

オンラインセミナー／アーカイブ配信
 10月22日(木) 開催 

〒101-0033 東京都千代田区神田岩本町15−1
CYK神田岩本町3階
TEL： 03-6206-4966     MAIL :  ir@nihon-ir.co.jp （企画・運営）

労働安全衛生法関連の改正事項について修得できる

自社に必要な対応が整理されて現場ですぐ役立てることができる

作業手順等の見直しにより、労災などの未然防止、ヒヤリハットの減少につながる

受講するメリット受講するメリット受講するメリット



講座内容（予定）

セミナー概要

申 込 書 労働安全衛生法等の法改正の要点

以下の事項をご記入の上、日本アイアール・セミナー事務局宛にFAXまたはメールでお申込みください。
 （※当社ホームページからのお申込みも可能です。） 

労働安全衛生法等の法改正の要点

2026年 13:00~16:0010 22月　　　  日 (木)

【 Live配信】Zoomによるオンライン受講　【アーカイブ配信】2026/10/26-11/9
 
※LIVE配信をお申込みの方は、追加料金なしでアーカイブ配信の受講が可能です。

【 定  員 】定員無し 
【受講料】27,000円（税別）（税込： 29,700円）※１名 

 ※開催日の1週間前を目安に、最少開催人数に達していない場合は開催中止とさせて頂きます。

日本アイアール セミナー事務局 

FAX：03-6206-9993       MAIL： ir@nihon-ir.co.jp     （TEL：03-6206-4966 ） 

会社名 部署名

住所

お名前 電話番号

メールアドレス 受講形態 Live配信・アーカイブ配信

*受講形態はいずれかに○を付けてください。

１. 労働安全衛生法関連の改正概要

3.1 SDSの公布・情報伝達の義務化範囲が拡大
3.2 個人ばく露測定の導入
3.3 化学物質管理者の選任義務
3.4 違反に対する罰則の強化

３. 労働安全衛生法の主な改正

２. 改正背景と目的

4.1 化学物質のリスト化とリスク把握
4.2 管理体制の整備
4.3 教育・周知の徹底

４. 企業の運用体制・対応のポイント

5.1 石綿障害予防規則の改正（2026年1月）
5.2 がん原性物質を扱う事業者が事業停止する場合の記録提出義務化（2026年1月）
5.3 表示・通知対象物質の追加（2026年4月）
5.4 営業秘密成分のSDSによる通知に関する改正（2026年4月）
5.5 新規化学物質関連の電子申請義務化（2026年7月）
5.6 産廃処理の委託契約書に求められるPRTR対象物質の記載事項（2026年1月）

５. その他改正

６. まとめ

質疑応答
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